（記載例）


3　支援業務の実施に関する計画書（記載例）
（組織及び運営に関すること）

	（留意事項）

支援業務の実施に関する組織体制・人員体制などについて、具体的に記載してください。

	○組織体制について

・組織図などにより、支援業務と支援業務以外の業務を行う組織の部分（関係）がわかるように記

載する。（支援業務以外の業務を行うことにより支援業務の公正な実施に支障を及ぼさないこと

がわかるように明示する。）





○人員体制について

・支援業務別、支援業務を行おうとする事務所別に人員体制がわかるように記載する。
（例）入居相談と入居後の見守りサービスを行う場合

　　①住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報提供、相談その他の援助
　　　　（具体的に行う事業を記載するとともに、何名で業務を行うかについて記載。

　　　　　相談窓口を設置する場合は、連絡先及び開設する曜日、時間も記載）

　　②賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定向上に関する情報提供、相談その他の援助

　　　　（具体的に行う事業（頻度についても記載）を記載するとともに、何名で業務を行うかについ
て記載）　　
○支援業務を行おうとする職員の実績について

・実際の支援業務を行う職員の人数及び職員別に、申請年度の過去5年における居住支援活動の実例等を記載する。
（例）入居相談と入居後の見守りサービスを行う場合
（以下、①、②とも担当職員人数及び担当職員の居住支援業務に関する過去の実績を記載してください。
なお、担当職員については個人名称を例示いただく必要はなく、「Ａ，Ｂ」などの表現で構いません。また、全員同様の業務に携わっていたのであれば、5名全員〇〇の業務を行った。という表現でも構いません。）
①住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報提供、相談その他の援助

　　　②賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定向上に関する情報提供、相談その他の援助
　　　
　
○運営について

・勤務体制（勤務日・勤務時間など）や業務範囲（業務区域など）、申請年度の収支計画及び財務状況について、具体的に記載する（債務保証業務を行おうとする場合は、区分経理の方法、帳簿の備付け・保存方法、書類の保存方法についても記載する）。
（記載例）
　１．勤務体制（勤務日、勤務時間、体制など）
　２．居住支援業務を行おうとする業務区域、対象とする住宅確保要配慮者の範囲
　３．収支計画は会社全体ではなく、居住支援業務に特化した収支計画としてください。




支援業務の実施に関する計画書

（支援業務の概要に関すること）

	（留意事項）

実施しようとする支援業務の内容などについて、具体的に記載してください。

	○支援業務について

　・実施しようとする支援業務について、具体的に記載する（債務保証業務を委託する場合は、委託業務の内容について、具体的に記載する）。

（注）最初に行おうとする居住支援業務について記載し、自ら行う予定のない支援業務と居住支援協議　　会等との連携手法について、そのあとに記載する。
（記載例）
　（例）入居相談と入居後の見守りサービスを行う場合

　　①住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報提供、相談その他の援助

　　　　（具体的に行おうとする事業を記載。）
　　②賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定向上に関する情報提供、相談その他の援助

（具体的に行おうとする事業を記載。）
　　　③家賃債務保証業者業務について記載
　　　　　（自ら家賃債務保証業務を行わない場合は、国の任意の登録を受けた賃債務保証業者と連携を図る旨を記載。
　　　④県又は市町村居住支援協議会の会員となり、情報収集を行うとともに、住宅確保要配慮者の居住支援について、協議会会員と連携し行っていく旨を記載。
○支援業務以外の業務について

　・支援業務を行おうとする事務所において、支援業務以外の業務を行う場合には、その業務に

ついて、具体的に記載する。




組織図（記載例）
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